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市川市市民等の健康と安全で清潔な生活環境の保持に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市川市市民等の健康と安全で清潔な生活環境の保持に関する条例（平成15年

条例第47号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（路上禁煙・美化推進地区の指定等に係る告示） 

第２条 条例第６条第４項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 路上禁煙・美化推進地区の名称 

(２) 路上禁煙・美化推進地区の指定、変更又は指定の解除をした範囲 

（勧告） 

第３条 条例第９条の規定による勧告は、勧告書（様式第１号）により行うものとする。 

（措置命令） 

第４条 条例第10条の規定による措置命令は、措置命令書（様式第２号）により行うものとする。 

（違反事実の公表の方法等） 

第５条 条例第11条の規定による公表は、次に掲げる事項を市川市公告式条例（昭和25年条例第40

号）第２条第２項に掲げる掲示場に掲示するとともに広報紙に掲載することにより行うものとす

る。 

(１) 違反者の氏名及び住所（法人にあっては名称、事務所の所在地及び代表者の氏名） 

(２) 違反の日時及び場所 

(３) 違反の内容 

(４) 措置命令の内容 

(５) 弁明の内容 

(６) その他市長が必要と認める事項 

 



 

（身分証明書） 

第６条 条例第12条の規定により関係人に質問し、又は関係人から報告を徴し、又は条例第15条の

規定により条例第７条第１号に規定するそれぞれの禁止行為をした者に過料を科する職員は、身

分証明書（様式第３号）を携帯し、当該関係人又は当該禁止行為をした者の請求があったときは、

これを提示しなければならない。 

（協議会の組織及び運営） 

第７条 条例第13条第１項に規定する健康・安全・清潔な地域づくり協議会（以下「協議会」とい

う。）は、次に掲げる者をもって組織する。 

(１) 自治会等の代表者 

(２) 商店会の代表者 

(３) ＰＴＡの代表者 

(４) その他市長が必要と認める者 

２ 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を統理し、協議会を代表する。 

４ 協議会の副会長は、委員の中から会長が指名する。 

５ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

６ 協議会の会議は、会長が議長となる。 

７ 協議会の事務は、市民部市民安全課において処理する。 

（過料） 

第８条 条例第15条の規定により過料を科そうとするときは、その相手方に対し、告知・弁明書（様

式第４号）により、あらかじめ、その旨を告知するとともに、弁明の機会を付与する。 

２ 条例第15条の規定により過料を科するときは、その相手方に対し、過料処分通知書（様式第５

号）を交付する。 

３ 条例第15条の規定により科する過料の額は、２千円とする。 

４ 条例第15条の規定により過料を科するときの納期限は、当該過料を科する日の属する月の翌月

末日とする。 

５ 過料を納期限までに納入しないときの督促は、督促状（様式第６号）により行うものとする。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第２条及び第７条の規定は同年１月１日

から、第８条の規定は条例第15条の規定の施行の日から施行する。（平成16年５月規則第42号で、

同16年６月１日から施行） 

附 則（平成16年３月31日規則第15号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年５月14日規則第43号） 

この規則は、平成16年６月１日から施行する。 

附 則（平成16年８月25日規則第57号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、様式第３号の改正規定は、平成16年９月１日から



 

施行する。 

附 則（平成17年３月31日規則第18号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の様式により調製した用紙は、この規則の施行後においても当該用紙が

残存する期間においては、必要な補正をして使用することができる。 

附 則（平成20年３月31日規則第18号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日において、次の表の左欄に掲げる部に勤務を命ぜられていた職員は、

別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって同表の右欄に掲げる部に勤務を命ぜられ

たものとする。 

情報システム部 情報政策部 

市民生活部 市民経済部 

附 則（平成21年10月21日規則第52号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は同年１月１日から施

行する。 

附 則（平成23年３月31日規則第15号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第26号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第46号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和5年9月29日規則第56号） 

この規則は、交付の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号（第６条関係） 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第４号（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第５号（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第６号（第８条関係） 

 

 

 


